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○ 公共資産は、有形固定資産が普通会計において 20 億円増加したことが主な要因となり、連結で 14 億

円増加しています。 

○ 投資等は、基金等が 12 億円増加したことなどにより、前年度に対して 10 億円増加しています。 

○ 流動資産は、普通会計において資金が 27 億円増加したことなどにより、前年度に対して 27 億円増加

しています。 

○ 負債は、固定負債が 385 億円、流動負債が 51 億円の総額 436 億円であり、前年度に対して 27 億円

減少しています。 

○ 固定負債は、荒川区土地開発公社において長期借入金が８億円減少したこと、普通会計の退職手当

等引当金が８億円減少したことや、日暮里駅整備（株）の預託金が４億円減少していることなどにより、前

年度に対して 19 億円減少しています。 

○ 流動負債は、普通会計において翌年度償還予定地方債が 11 億円減少する一方で、翌年度支払予定

退職手当が２億円増加していることなどにより８億円減少しています。 

○ 純資産の総額は 2,647 億円で、前年度に対して 78 億円増加しており、連結においても財政の健全化

が高まっています。 

 

②  連結会計における有形固定資産の行政分野別割合 

荒川区では、道路、公園等の「生活インフラ・国土保全」の割合が 42.7％で最も高く、次いで｢教育｣の割

合が 30.6％となっています。 

＜表４－２ 有形固定資産の行政分野別割合＞ 

   

  

(単位：百万円）

金額 構成比 金額 構成比

① 生活インフラ・国土保全 103,996 43.0% 103,874 42.7%

② 教育 74,511 30.8% 74,500 30.6%

③ 福祉 23,664 9.8% 22,794 9.4%

④ 子育て支援 5,029 2.1% 5,440 2.2%

⑤ 保健衛生 8 0.0% 75 0.0%

⑥ 環境清掃 16,076 6.6% 16,394 6.7%

⑦ 産業振興 1,510 0.6% 1,500 0.6%

⑧ 収益事業 115 0.0% 159 0.1%

⑨ その他 17,084 7.1% 18,628 7.7%

有形固定資産合計 241,993 100.0% 243,364 100.0%

平成27年度
行政分野

平成26年度
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【連結会計行政コスト計算書項目の対前年度増減等】 

○ 平成 27 年度の経常行政コストは 1,366 億円で、内訳を見ると、人にかかるコストが 166 億円、物にか

かるコストが 240 億円、移転支出的なコストが 941 億円、その他のコストが 20 億円となっています。 

○ 経常行政コストは 68 億円増加しています。その要因は、移転支出的なコストが 63 億円増加しているこ

と、物にかかるコストが５億円増加していることなどによるものです。 

○ 人にかかるコストは人件費等に大きな増減がなかったたため、前年度と比較して、ほぼ同額となりまし

た。 

○ 物にかかるコストの増加５億円の主な要因は、普通会計において物件費が１億円増加していること、減

価償却費が２億円増加していることなどです。 

○ 移転支出的なコストの増加 63 億円の主な要因は、社会保障給付が 28 億円増加しで、補助金等が 37

億円増加していることなどです。 

○ 経常収益の増加 40 億円の主な要因は、連結対象会計における分担金・負担金・寄付金の増加や事

業収益の増加などです。 

 

②  連結純経常行政コストの会計別割合 

荒川区では、「普通会計」の割合が 79.8％で最も高く、次いで｢国民健康保険｣の割合が 7.6％となってい

ます。 

＜表４－４ 連結純経常行政コストの会計別内訳＞ 

 

  

(単位：百万円)

普通会計 介護サービス 国民健康保険 介護保険 後期高齢者 清掃一組
人事・厚生
事務組合

競馬組合

純経常行政コスト 77,678 32 7,346 5,222 97 218 71 －

割合 79.8% 0.0% 7.6% 5.4% 0.1% 0.2% 0.1% －

後期高齢者
広域連合

荒川区
土地開発公社

(公財)荒川区芸
術文化振興財団

(一財)東京城北勤労

者サービスセンター

(公財)荒川区自
治総合研究所

㈱日暮里駅整備 相殺消去 合計

純経常行政コスト 6,628 0 2 △ 1 0 0 0 97,292

割合 6.8% 0.0% 0.0% △0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 100.0%



第 2 部 ４ 連

連結(３) 

①  連結

＜表４－５

○ 平成

比べ 78

○ 荒川区

達が上

 

連結財務書類の

結純資産変動

結純資産変動

５ 連結純資

※ 詳細

27 年度の荒

8 億円増加し

区の純経常行

上回っており、

の要旨と分析 

動計算書 

計算書の要旨

産変動計算書

は【付表】p62

荒川区の連結

しています。 

行政コスト 97

資産形成が

 

期首純資産
純経常行政
財源調達

地方税

地方交付税

補助金等

その他

臨時損益
公共資産除

その他

資産評価替
新規連結に
その他
経費負担割
期末純資産

旨 

書の要旨＞

2・p63 参照

結純資産変動

73 億円に対

順調に進んで

産残高
政コスト

税

除売却損益

替・無償受入
に伴う増加額

割合変更に伴
産残高

34 

動計算書によ

して、財源調

でいます。 

額

伴う差額

ると、期末純

調達が 1,048 億

平成26年度
252,0

△ 94,54
99,0
15,80

40,8
42,4

4
4

1

△ 
256,8

純資産残高が

億円であり、

（単位：百

度 平成27
73 25
42 △ 9
75 10
09 1
0

53 4
13 4
49
41
8

75
0
0

10
20 26  

が 2,647 億円

行政コストよ

百万円）

7年度
56,820
97,292
04,784
16,056

0
41,769
46,959

53
17
36
33
0

268
△ 10

64,655

と前年度に

よりも財源調



連結(４) 

①  連結

＜表４－６

※

結資金収支計

結資金収支計

６ 連結資金

※ 詳細は【付

1.経常
2.公共
3.投資
当期収
期首資
経費負担

期末資

（基礎的

収入

支出

地方

地方

財調

基礎的

計算書 

計算書の要旨

収支計算書の

付表】p64～p6

的収支
資産整備収
・財務的収支

収支
資金残高

担割合変更に

資金残高

財政収支）

総額

総額

債発行額

債元利償還額

基金等増減額

的財政収支

 

の要旨＞ 

67 参照、概略

収支
支

に伴う差額

額

額

35 

略は【図４－７

平成26年度

8,90
△ 3,87
△ 2,86

2,16
20,10

1
22,27

141,13
△ 138,96

△ 3,18
2,85

98
2,82

７ 連結資金収

度 平成27年

07 11,
6 △ 3,
6 △ 5,
5 3,

01 22,
0
6 25,

3 148,
7 △ 144,
0 △ 1,
1 3,
7 1,
4 5,

第 2 部 ４ 連

収支の状況】

（単位：百

年度 増減

850
279
416 △ 
155
276
19

450

038
883 △ 
990
366
188
719

連結財務書類の

 

】p36 参照 

百万円）

減

2,943
597

2,550
990

2,175
9

3,174

6,905
5,916
1,190

515
201

2,895

の要旨と分析



第 2 部 ４ 連結財務書類の要旨と分析 

36 

○ 平成 27 年度における荒川区の連結資金収支における基礎的財政収支は、前年度より 29 億円増加し

ています。 

○ 連結資金収支における基礎的財政収支（プライマリーバランス：ｐ11 参照）は、57 億円のプラスになっ

ていることから、持続可能な財政運営が行われているといえます。 

 

＜図４－７ 連結資金収支の状況＞ 
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連結財務書類と普通会計財務書類の比較 

連結財務書類の分析方法としては、連単分析があります。普通会計財務書類の数値と連結財務書類の

数値を比較することにより、普通会計以外での行政サービスの規模を把握することができます。 

 

＜表４－８ 連結と普通会計の比較＞ 

 

 

○ 貸借対照表において、資産は 1.1 倍ですが、負債は 1.4 倍と、負債の方が倍率が高くなっています。こ

れは、連結対象会計・団体である介護サービス事業会計、荒川区土地開発公社及び日暮里駅整備㈱に

おいて、資産に対して負債の割合が高くなっていることなどによります。 

○ 行政コスト計算書において、経常行政コストが 1.7 倍となっていますが、連結対象会計である国民健康

保険、介護保険において、社会保障給付が多額になっていることなどによります。 

【貸借対照表】 （単位：百万円）

区分 連結 普通会計 連単差額 連単倍率

資産 308,300 275,304 32,996 1.1倍

負債 43,645 30,410 13,235 1.4倍

純資産 264,655 244,894 19,761 1.1倍

【行政コスト計算書】 （単位：百万円）

区分 連結 普通会計 連単差額 連単倍率

経常行政コスト 136,597 81,151 55,446 1.7倍

経常収益 39,305 3,473 35,832 11.3倍

(差引)純行政コスト 97,292 77,678 19,614 1.3倍

【資金収支計算書】 （単位：百万円）

区分 連結 普通会計 連単差額 連単倍率

経常的収支額 11,850 10,538 1,312 1.1倍

公共資産整備収支額 △ 3,279 △ 3,935 656 0.8倍

投資・財務的収支額 △ 5,416 △ 5,118 △ 298 1.1倍


